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参考 

 本作成基準（案）は、２０２３年１２月１８日に当取引所が公表した「金融商品取

引法改正に伴う四半期開示の見直しに関する上場制度の見直し等について」に記載

の「四半期財務諸表等の作成基準」の暫定版をお示しするものです。 

 今後公表する、改正規則において、内容を一部変更する場合がありますので、ご留

意ください。 

 

 

四半期財務諸表等の作成基準（案） 

（有価証券上場規程施行規則 別添●） 

 

 

有価証券上場規程施行規則（以下「施行規則」という。）第●条第●項における四半期累

計期間（第２四半期累計期間を除く。）又は四半期連結累計期間（第２四半期連結累計期間

を除く。）に係る四半期財務諸表等の作成基準を次のとおり定める。 

 

（定義） 

第１条 本作成基準において、施行規則第２条の定義を準用する。 

２ 本作成基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１） 第一種中間財務諸表 財務諸表等規則第１条第１項第２号に規定する第一種中

間財務諸表をいう。 

（２） 第一種中間連結財務諸表 連結財務諸表規則第１条第１項第２号に規定する第

一種中間連結財務諸表をいう。 

（３） 第一種中間財務諸表等 第一種中間財務諸表又は第一種中間連結財務諸表をい

う。 

（４） 四半期財務諸表 四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書（第４条第１項の規定により準用する財務諸表等規則第３２６条第２項

の規定により指定国際会計基準により作成する場合においては、指定国際会計基準に

より作成が求められる四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書に相当するもの並びに持分変動計算書）をいう。 

（５） 四半期連結財務諸表 四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結包括利益計算書又は四半期連結損益及び包括利益計算書並びに四半期連結キ

ャッシュ・フロー計算書（第４条第２項の規定により準用する連結財務諸表規則第３

１２条の規定により指定国際会計基準により作成する場合若しくは第４条第３項の

規定により準用する同規則第３１４条の規定により修正国際基準により作成する場

合においては、当該指定国際会計基準若しくは当該修正国際基準により作成が求めら
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れる四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書に相当するもの並びに持分変動計算書）をいう。 

（６） 四半期財務諸表等 四半期財務諸表又は四半期連結財務諸表をいう。 

（７） 四半期会計期間 事業年度が三月を超える場合に、当該年度の期間を三月ごと

に区分した期間（当該各期間のうち最後の期間を除く。）をいう。 

（８） 四半期連結会計期間 連結会計年度が三月を超える場合に、当該連結会計年度

の期間を三月ごとに区分した期間（当該各期間のうち最後の期間を除く。）をいう。 

（９） 四半期累計期間 事業年度の開始の日から四半期会計期間の末日までの期間 

（１０） 四半期連結累計期間 連結会計年度の開始の日から四半期連結会計期間の末

日までの期間をいう。 

（１１） 連結財務諸表規則ガイドライン 金融庁が定める「連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について（連結財務諸表規

則ガイドライン）」のことをいう。 

（１２） 財務諸表等規則ガイドライン 金融庁が定める「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則」の取扱いに関する留意事項について（財務諸表等規則ガイ

ドライン）」のことをいう。 

（１３） 企業会計基準委員会 公益財団法人財務会計基準機構が設置した企業会計基

準委員会のことをいう。 

 

（四半期財務諸表等作成の一般原則） 

第２条 四半期財務諸表等は、原則として財務諸表等及び第一種中間財務諸表等の作成に

あたって適用される会計方針に準拠して作成しなければならない。 

２ 四半期財務諸表等を作成するために採用した会計方針は、正当な理由により変更を行

う場合を除き、継続して適用しなければならない。 

３ 四半期財務諸表等の表示方法は、第一種中間財務諸表等の表示方法を準用するものと

し、正当な理由により変更を行う場合を除き、継続して適用しなければならない。 

 

（四半期財務諸表等） 

第３条 上場会社は、次に掲げる事項に従い、四半期財務諸表等及び注記を作成するもの

とする。 

（１） 企業会計基準委員会が定める企業会計基準第１２号「四半期財務諸表に関する

会計基準」（以下「企業会計基準第１２号」という。）に準拠するものとする。 

（２） 財務諸表等規則第１４９条の規定及び財務諸表等規則ガイドライン１４９の取

扱い（連結財務諸表規則第１２０条及び連結財務諸表規則ガイドライン１２０におい

て準用する場合を含む。）は、四半期財務諸表等における継続企業の前提に関する注記

について準用する。この場合において、財務諸表等規則第１４９条中「中間貸借対照
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表日」とあるのは「四半期貸借対照表日」と、「第一種中間財務諸表」とあるのは「四

半期財務諸表等」と、財務諸表等規則ガイドライン１４９－３中「前事業年度」とあ

るのは「前会計期間（前事業年度又は前四半期会計期間をいう。）」と、「規則第８条の

２７」とあるのは「規則第８条の２７等」と、「中間貸借対照表日」とあるのは「四半

期貸借対照表日」と、「当中間会計期間」とあるのは「当四半期会計期間」と、「事業

年度の末日までの期間に対応した内容」とあるのは「当四半期会計期間が属する事業

年度の末日までの期間に対応した内容」と、同１４９－４中「規則」とあるのは「四

半期財務諸表等の作成基準第３条第１項第２号において準用する規則」と、「少なくと

も当中間会計期間の属する事業年度の末日まで」とあるのは「少なくとも翌四半期会

計期間の末日まで」と、「前事業年度」とあるのは「前会計期間（前事業年度又は前四

半期会計期間をいう。）」と、同１４９－５中「前事業年度」とあるのは「前会計期間

（前事業年度又は前四半期会計期間をいう。）」と、「当中間会計期間」とあるのは「当

四半期会計期間」と、「第一種中間財務諸表」とあるのは「四半期財務諸表等」と、「規

則」とあるのは「四半期財務諸表等の作成基準第３条第１項第２号において準用する

規則」と、同１４９－６中「中間貸借対照表日後」とあるのは「四半期貸借対照表日

後」と、「中間会計期間が属する事業年度（当該中間会計期間を除く。）」とあるのは「四

半期会計期間が属する事業年度（当該四半期会計期間以前の期間を除く。）」と、「規則

第１３７条に規定する重要な後発事象」とあるのは「企業会計基準第１２号第１９項

（１９）又は第２５項（１８）に規定する重要な後発事象」と読み替えるものとする。 

（３） 上場会社の利害関係人が、四半期財務諸表等に係る上場会社の財政状態、経営

成績及びキャッシュ・フローの状況について適正な判断を行うために必要と認められ

る事項があるときは、当該事項を注記するものとする。 

（４） 前３号に定めのない事項については、四半期財務諸表を作成する場合において

は財務諸表等規則第１条第１項に規定する一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に、四半期連結財務諸表を作成する場合においては連結財務諸表規則第１条第１

項に規定する一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に、それぞれ従うものとす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、上場会社は、次に掲げる事項以外の事項については、記載

を省略することができる。 

（１） 四半期連結貸借対照表（連結財務諸表を作成していない上場会社にあっては、

四半期貸借対照表） 

（２） 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書又は四半期連結損益及び

包括利益計算書（連結財務諸表を作成していない上場会社にあっては、四半期損益計

算書） 

（３） 企業会計基準第１２号第１９項（２）、（２－２）、（３）若しくは（３－２）又

は第２５項（１）、（１－２）、（２）若しくは（２－２）に基づく会計方針の変更に関
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する注記 

（４） 企業会計基準第１２号第１９項（４）若しくは（４－２）又は第２５項（３）

若しくは（３－２）に基づく会計上の見積りの変更に関する注記 

（５） 企業会計基準第１２号第１９項（６）又は第２５項（５）に基づく四半期特有

の会計処理に関する注記 

（６） 企業会計基準第１２号第１９項（７）又は第２５項（５－２）に基づくセグメ

ント情報等の注記 

（７） 企業会計基準第１２号第１９項（１３）又は第２５項（１１）に基づく株主資

本の金額に著しい変動があった場合の注記 

（８） 企業会計基準第１２号第１９項（１４）又は第２５項（１２）に基づく継続企

業の前提に関する注記 

（９） 企業会計基準第１２号第１９項（２０－２）又は第２５項（１９－２）に基づ

くキャッシュ・フロー計算書に関する注記（ただし、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書又は四半期キャッシュ・フロー計算書の開示を省略する場合に限る） 

（１０） 企業会計基準第１２号第１９項（２２）又は第２５項（２１）に基づく修正

再表示に関する注記 

 

（指定国際会計基準等に係る四半期財務諸表等） 

第４条 財務諸表等規則第３２６条第２項及び第３２７条の規定は、同規則第１条の２の

２に規定する指定国際会計基準特定会社が四半期財務諸表を作成する場合について準

用する。この場合において、「前項の規定により」あるのは「四半期財務諸表等の作成基

準第３条第１項の規定により」と、「財務諸表又は中間財務諸表」とあるのは「四半期財

務諸表」と読み替えるものとする。 

２ 連結財務諸表規則第３１２条及び第３１３条の規定は、同規則第１条の２に規定する

指定国際会計基準特定会社が四半期連結財務諸表を作成する場合について準用する。 

３ 連結財務諸表規則第３１４条及び第３１５条の規定は、同規則第１条の３に規定する

修正国際基準特定会社が四半期連結財務諸表を作成する場合について準用する。 

４ 連結財務諸表規則第３１６条から第３２０条までの規定は、同規則第３１６条の適用

を受ける上場会社が四半期連結財務諸表を作成する場合について準用する。 

５ 上場会社は、前各項の規定により四半期財務諸表等を作成する場合には、前条第２項

各号に掲げる事項に相当するもの以外の事項については、記載を省略することができる。 

 


